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This paper examined about the relations between MOT (Management of Technology)
and the creative competence for development in the small business. At first, the MOT
concepts were considered in accordance with three dominants, the management of the
technology, the management of the R&D process, and the business creation and the
innovation. The source of creative management ability exists in each of three
dominants of MOT, and supports the development of the business. The creative
management competence in the small businesses exists the capability of development
as a management entity, and it is the ability to reduce dependence on the management
resources. As this creative management ability is created through the management
innovation, MOT is an indispensable element when the ability of creative management
is formed.
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策は2004年、2005年には MOT ブームを招来した 。






















































































なる。プロジェクトマネジメントには、TVR(Tunnel Vision Research)、PPP (Phased
Project Planning)、PDPC(Process Decision Program Chart)、Stage－Gate Process
等があり、プロジェクトマネジメント手法では PMBOK(the Guide to the Project
Management Body of Knowledge)などが存在するが、研究産業協会の調査(平成16年





























企業規模 研究開発投資あり 専従従業員あり 他業務と兼務 代表者のみ 研究開発人材
～２０ 7.8 13.2 23.6 15.8 52.6
21～50 18.2 18.7 32.2 6.5 57.4
51～100 25.4 25.3 31.5 3.5 60.3
101～300 40.3 34.2 28.7 0.8 63.7
300以上 69.9 68.8 20.6 0.0 89.4
企業規模 実用化研究のみ 応用研究のみ 基礎研究のみ 複数研究
～２０ 61.9 29.0 2.1 7.0
21～50 62.4 24.5 3.2 9.9
51～100 64.3 24.2 3.7 7.8
101～300 61.5 21.4 1.6 15.4
































National Institute of Standards and Technology)が研究開発展開容易性曲線を示し、
多くの新しい技術コンセプトが技術的・経済的実効性を証明する前に、基礎研究と市
場化の間で投資を受けられないことによって製品化・事業化に進まない状況を示した









デアの死亡曲線(the decay curve of new-products ideas)やプロジェクトのディシジ
ョン・ツリーによるアイデアの減少との違いをどのように理解するべきかである。





























資料：アイデアの死亡曲線は、Bootz, Allen& Hamilton(1982), New Products
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5　「スイスの IMD の 2002 年の調査によると、日本の科学技術力は世界第 2 位であるが、マネジメ








                                                                                                                                         
ケティング協会「事業のビジネス戦略とマーケティング」に関する調査、調査サマリーレポート(2005
年 6 月)、p.22)。
7　事業化できなかったおもな理由は「マーケティング」であった。
8　技術評価手法については、アーサー・D・リトル(Arthur D. Little)社が担当した経済産業省の
MOT プログラム　『「技術手法」の棚卸し』(最終報告)を参照のこと。
9　さらに入江(2005、p.3)は、「一見すると、「技術シーズの事業化→産業レベルでの波及効果(技術
革新)→経済の活性化(景気回復)」という図式は説得力がある。しかし各矢印の左側にある項目は、
右側の項目を必然的に導くわけでなく、要因の一つに過ぎない」と続けている。
10　ここでいう発展概念は、加藤(1997)が経営体の発展と成長で示した概念である。
11　また加藤は、発展とは「飽くまで終わり終わるところのなき相対的変化である(p.45)｣とし、特
定の到達点を前提とした活動ではなく、終わりなく追求される相対的変化としている。
12　中小企業白書(2002、p.105)は、研究開発の世界の中で研究開発費が 1％増加したときに特許出
願件数は約 0.6%しか増加していないと規模の経済性が作用しないとしている。
13　全要素生産性とは、労働や資本等の生産要素の投入の増加では説明のできない、生産要素に中立
的な技術進歩を示す指標。
